
7．放射線防護資機材、物資、
燃料の備蓄・供給体制
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PAZ内防護措置に備えた放射線防護資機材の備蓄体制

備蓄拠点 対象者

柏崎刈羽ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

柏崎地域振興局

柏崎市役所

柏崎市西山町事務所

柏崎市消防本部

刈羽村役場

自治体職員、避難誘導者、
バス運転者、消防職員、
消防団員等防災関係者

ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管） ﾀｲﾍﾞｯｸｽｰﾂ個人線量計

柏崎市役所

 新潟県は、 PAZ内の防護対策を担う自治体職員、警察・消防職員（消防団員を含む）のほか、ﾊﾞｽ会

社等の運転者、放射線防護対策施設の施設管理者等向けに防護服・個人線量計等の放射線防護
資機材を備蓄。

 緊急時には、自治体職員や避難誘導者等が、これらの放射線防護資機材を用いて活動を実施。
 平時にはこれらの使用方法に関する訓練・研修を定期的に実施。

（凡例）
：放射線防護資機材備蓄拠点

PAZ
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柏崎地域振興局

柏崎刈羽ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

柏崎市西山町
事務所

刈羽村役場

柏崎市消防本部
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UPZ内防護措置に備えた放射線防護資機材の備蓄・供給体制

 UPZ内住民の一時移転等において住民搬送を担う輸送事業者等には、原則、放射線防護資機材備蓄拠点や緊急

時に設置する一時集結拠点（一部の避難退域時検査場所を活用）で放射線防護資機材を配布。

 一時集結拠点等では、放射線防護資機材の使用方法に関する説明のほか、避難者搬送等の業務が、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟ

ｽﾄにおける直近の観測結果等を基に、被ばく線量の管理目安である積算1mSvを下回ることをあらかじめ確認。

 また、PAZ同様、平時から放射線防護資機材の使用方法に関する訓練・研修を定期的に実施。

一時集結拠点
一部の避難退域時検査場所を活用

一時集合場所等

住民の一時移転等を実施

資機材の搬送

新潟県原子力災害対策本部

輸送事業者等

連絡・調整

住民搬送等を担う輸送事業者等に対する
放射線防護資機材の配布体制

新潟県・
資機材搬送を担う事業者

住民搬送を担う事業者

資機材の受取

資機材の受取

放射線防護資機材備蓄拠点

柏崎刈羽ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ、
新潟県庁、各市町村 等

資機材備蓄拠
点もしくは一時
集結拠点にて
資機材の受取

移動
資機材の受取

PAZ

UPZ
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かしわざきかりわ

柏崎刈羽ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

（凡例）

：一時集結拠点（候補地）：放射線防護資機材備蓄拠点

かしわざきかりわ



原子力事業者による放射線防護資機材等の支援体制

 原子力事業者は、放射線防護資機材を各原子力事業者で支援をするため、「原子力災害時におけ

る原子力事業者間協力協定」の内容を充実させて締結。

 原子力災害発災後の避難・一時移転等において、放射線防護資機材等が不足する場合、原子力事

業者は、保有する資源（要員・資機材等）を最大限供給し支援する。

資機材 数量

ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管） 360台

個人線量計 1,000個

全面ﾏｽｸ 1,000個

ﾀｲﾍﾞｯｸｽｰﾂ 30,000着 ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管） ﾀｲﾍﾞｯｸｽｰﾂ

主な備蓄資機材

全面ﾏｽｸ個人線量計

原子力災害時における原子力事業者間協力協定※（平成26年10月10日）
【協定事業者】

北海道電力、東北電力、東京電力ホールディングス、中部電力、北陸電力、関西電力、中国電力、
四国電力、九州電力、日本原子力発電、電源開発、日本原燃

【目的】
原子力災害時における原子力事業者間協力の円滑な実施を図り、原子力災害の拡大防止及び
早期復旧の一翼を担うことを目的とする。

【協力活動の範囲】
原子力災害時の周辺地域の環境放射線ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ及び周辺区域の汚染検査・汚染除去に関する
事項について、協力要員の派遣・資機材の貸与その他の措置 等
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※この他に、「東北電力」「中部電力・北陸電力」「日本原子力発電」と地理的近接性などの観点から相互協力を合意済み。



新潟県及び関係市町村における行政備蓄

新潟県及び関係市町村の生活物資の備蓄状況※2（令和5年10月11日時点）

 緊急時に備え、関係市町村では、食料及び生活物資等の備蓄を実施。万が一不足等が生じる事態
となった場合、新潟県が調整を行い、県内全市町村や物資供給等に関する協定を締結している民
間事業者等の協力を得て、食料及び生活物資等を融通する体制を整備。

 放射線防護対策施設においては、約2,000人が生活できる食料及び生活物資等3～7日分を備蓄。

新潟県
かしわざきし

柏崎市
かりわむら

刈羽村
ながおかし

長岡市
おぢやし

小千谷市
とおかまちし

十日町市
みつけし

見附市
つばめし

燕市
じょうえつし

上越市
いずもざきまち

出雲崎町 合計※3

食料品
（食）

76,492 11,854 1,500 17,282 9,250 16,213 11,316 12,100 41,019 4,430 202,366

飲料水
（ﾘｯﾄﾙ）

40,008 4,248 1,656 21,841 8,400 2,004 7,080 3,468 16,145 1,944 106,746

簡易ﾄｲﾚ
（袋）

179,400 4,500 6,510 47,344 1,800 296 924 32,850 258,020 0 531,464

毛布
（枚）

16,500 3,828 980 28,790 1,400 1,310 1,280 0 20,940 600 75,608
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※1 上記物資備蓄数は概数。また、上記の他に、関係市町村では常備薬、炊き出し用具等、避難生活に必要な物資等を準備している。
※2 上記物資備蓄のほか、災害時に、災害時の物資供給等に関する協定（P123）に基づいて協力を依頼し調達を図る。

 なお、他市町村においても、物資等が不足する場合は、同様に協定に基づいて協力を依頼し調達を図る。
※3 原子力事業者についても約1,000人×7日分の食料及び生活物資を備蓄。



新潟県における災害時の物資供給等に関する協定の主な締結状況

災害時における物資の供給等に関する協定の主な締結状況
協定の種類 内容 締結民間企業等

新
潟
県

災害時における
物資供給に関す
る協定

食料品、生活
必需品等の
供給

㈱ﾛｰｿﾝ、ｲｵﾝ㈱ 、 ㈱ﾌﾞﾙﾎﾞﾝ、 ㈱ﾌｧﾐ
ﾘｰﾏｰﾄ、新潟県生活協同組合連合
会、㈱伊藤園、㈱ｾﾌﾞﾝｲﾚﾌﾞﾝ・ｼﾞｬﾊﾟﾝ
、㈱ｲﾄｰﾖｰｶ堂、NPO法人ｺﾒﾘ災害対
策ｾﾝﾀｰ、㈱ﾊﾞｲｵﾃｯｸｼﾞｬﾊﾟﾝ、一正蒲
鉾㈱、㈱ｶｲﾝｽﾞ、（公財）新潟県学校
給食会、㈱ｶﾜﾁ薬品、新潟県生活衛
生同業組合連合会、新潟県漬物工
業協同組合、新潟県ﾊﾟﾝ協同組合、
新潟県飲用牛乳協会・新潟県酪農
業協同組合連合会、新潟県味噌醤
油工業協同組合 等

災害時等におけ
る燃料の供給に
関する協定

燃料の供給
新潟県石油業協同組合、（一社）新
潟県LPｶﾞｽ協会 等

災害発生時等の
物資の緊急・救
援輸送等に関す
る協定

物資の緊急･
救援輸送等

（公社）新潟県トラック協会、赤帽新
潟県軽自動車運送協同組合 等

災害発生時等の
物資の保管等に
関する協定

物資の保管 新潟県倉庫協会 等

災害時における
医薬品等の供給
に関する協定

医薬品等の
供給

新潟県医薬品卸組合、東北新潟歯
科用品商協同組合、（公社）新潟県
薬剤師会、（一社）日本産業・医療ガ
ス協会関東地域本部 等

 関係市町村及び避難先市町村から物資支援の要請があった場合や要請を待ついとまがないと認め
られる状況になった場合に備え、新潟県は「災害時における応急生活物資等の協力に関する協定」
等を民間企業等と締結。

市町村 協定の種類・締結民間企業等

柏崎市

物資等の供給【NPO法人ｺﾒﾘ災害対策ｾﾝﾀｰ、ﾎﾘｶﾌｰｽﾞ㈱、信越ﾍﾟﾌﾟｼｺｰ
ﾗ販売㈱、㈱ｸｽﾘのｱｵｷ、三国ｺｶ･ｺｰﾗﾎﾞﾄﾘﾝｸﾞ㈱、㈱ｳｵﾛｸ、ｱｰｸﾗﾝﾄﾞｻｶﾓ
ﾄ㈱、㈱北越ｹｰｽﾞ、（一社）新潟県LPｶﾞｽ協会上越支部、㈱伊藤園、㈱ﾌﾞ
ﾙﾎﾞﾝ､㈱ｲﾄｰﾖｰｶ堂､船山㈱、和光紙器㈱ 等】

刈羽村
物資等の供給【中部ﾍﾟﾌﾟｼｺｰﾗ販売㈱、NPO法人ｺﾒﾘ災害対策ｾﾝﾀｰ､㈱
PLANT】

長岡市
物資の供給等【長岡薬業協同組合､越後ながおか農業協同組合､㈱原
信､㈱ｾﾌﾞﾝｲﾚﾌﾞﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ､ｲｵﾝﾘﾃｰﾙ㈱ｲｵﾝ長岡店､NPO法人ｺﾒﾘ災害対
策ｾﾝﾀｰ､ﾕﾆｰ㈱ｱﾋﾟﾀ長岡店､㈱ｳｵﾛｸ等】

小千谷市

物資等の供給【（一社）新潟県LPｶﾞｽ協会長岡支部､越後おぢや農業協

同組合、中部ﾍﾟﾌﾟｼｺｰﾗ販売㈱､NPO法人ｺﾒﾘ災害対策ｾﾝﾀｰ､ｲｵﾝﾘﾃｰﾙ
㈱ｲｵﾝ小千谷店､ｺｰｴｨ㈱､㈱ｱｸﾃｨｵ】

十日町市
物資等の供給【NPO法人ｺﾒﾘ災害対策ｾﾝﾀｰ､ｲｵﾝﾘﾃｰﾙ㈱､十日町農業
協同組合､十日町生鮮食品㈱､㈱ｾﾌﾞﾝｲﾚﾌﾞﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ､㈱原信、㈱ﾘｵﾝ･ﾄﾞｰ
ﾙｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ､ｱｰｸﾗﾝﾄﾞｻｶﾓﾄ㈱ﾎｰﾑｾﾝﾀｰﾑｻｼ十日町店等】

見附市
物資等の供給【NPO法人ｺﾒﾘ災害対策ｾﾝﾀｰ､㈱ｱｸﾃｨｵ､㈱ひまわり食品、
5日で5000枚の約束。ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実行委員会､原山化成工業㈱､㈱矢沢ﾀﾞﾝ
ﾎﾞｰﾙ､㈲ｴｺ･ﾗｲｽ新潟､㈱PLANT】

燕市
物資等の供給【ｺｶ･ｺｰﾗｲｰｽﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱､NPO法人ｺﾒﾘ災害対策ｾﾝﾀｰ､㈱
伊藤園､ｲｵﾝﾘﾃｰﾙ㈱ｲｵﾝ県央店､ｻﾝﾄﾘｰﾋﾞﾊﾞﾚｯｼﾞｻｰﾋﾞｽ㈱､大塚食品㈱､
ﾀﾞｲﾄﾞｰﾄﾞﾘﾝｺ㈱､ｱｸｼｱﾙﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ㈱ 等】

上越市
物資の供給【ｺｶ･ｺｰﾗｲｰｽﾄ ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱､ｲｵﾝﾘﾃｰﾙ㈱ｲｵﾝ上越店､NPO法人
ｺﾒﾘ災害対策ｾﾝﾀｰ､ｱｸｼｱﾙ ﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ㈱､㈱ｲﾁｺ､上越ｹﾝﾊﾟﾝ㈱ 等】

出雲崎町
物資の供給【NPO法人ｺﾒﾘ災害対策ｾﾝﾀｰ､㈱ｱｸﾃｨｵ､㈱伊藤園､ｺｶ･ｺｰﾗ
ｲｰｽﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱､吉沢工業㈱ 等】

※ 法人名等は協定締結当時の名称 123
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PAZ内避難時の物資備蓄・供給体制

※物資備蓄数は概数

協定の種類 内容

新
潟
県

災害時における物資供給に関する
協定

ほか4協定

災害発生時における応
急生活物資等の供給、
輸送、保管

柏
崎
市

災害時における物資供給に関する
協定

災害発生時における応
急生活物資等の供給

刈
羽
村

災害時等における物資の供給協力
に関する協定
ほか1協定

災害時等における生活
物資の供給

避難元自治体による流通備蓄
・食料品、飲料水、日用品、衣料品

・その他柏崎市及び刈羽村が指定する物資

※詳細はP123参照

 PAZ内からの避難住民の受入れ時には、受入先自治体による備蓄のほか、新潟県、柏崎市及び刈羽村による備

蓄、さらには新潟県、柏崎市及び刈羽村と災害時協定を締結している指定業者等からの流通備蓄、日本赤十字社

新潟県支部に備蓄された物資（食料等の生活用品）等を、（公社）新潟県ﾄﾗｯｸ協会等の協力を得て、避難施設に搬

送する。

 新潟県及び関係市町村が備蓄している物資が不足する場合、新潟県から、国の原子力災害対策本部に対し物資

調達の要請を行う。

かりわむらかしわざきし

かりわむらかしわざきし

PAZ

UPZ

村上市

湯沢町

妙高市
糸魚川市
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柏崎市、刈羽村備蓄
・（P122参照）

村上市備蓄
・食料：27,722食
・毛布：1,646枚
・飲料水：19,057ﾘｯﾄﾙ
・ﾄｲﾚ：3,662個 等

むらかみし

湯沢町備蓄
・食料：7,954食
・毛布：250枚
・飲料水：1,920ﾘｯﾄﾙ
・ﾄｲﾚ：5,000個 等

ゆざわまち

糸魚川市備蓄
・食料：4,496食
・毛布：1,107枚
・飲料水：1,994ﾘｯﾄﾙ
・ﾄｲﾚ：17,262個 等

いといがわし

かしわざきし かりわむら

妙高市備蓄
・食料：2,626食
・毛布：562枚

みょうこうし

・飲料水：2,736ﾘｯﾄﾙ
等

か
し
わ
ざ
き
し

か
り
わ
む
ら

かりわむらかしわざきし

日本赤十字社新潟県支部備蓄
・毛布：2,831枚
・緊急ｾｯﾄ（携帯ﾗｼﾞｵ、懐中電灯等）：

2,570個
・安眠ﾏｯﾄ（ﾏｯﾄ・枕等）：640個 等



新潟県における物資の調達・供給

国
等

避
難
先
・
屋
内
退
避
施
設
等

広
域
物
資
輸
送
拠
点

地
域
内
物
資
輸
送
拠
点

輸送

地域住民のﾆｰｽﾞ等
を踏まえた物資供
給等を要請

輸送

輸送

輸送

住
民
の
ニ
ー
ズ
等
を
踏
ま
え
て
物
資
を
供
給

 国や他都道府県等からの大量の支援物資を円滑に受入れ・仕分けし、地域内物資輸送拠点等に迅速に輸送する
ため、物資を集積する広域物資輸送拠点を設定※。広域物資輸送拠点では、市町村の要求を踏まえて必要な食料
や物資を分別し、地域内物資輸送拠点や住民の避難先等に輸送。

 地域内物資輸送拠点では、広域物資輸送拠点から輸送された物資を地域住民の状況を踏まえて供給。
あわせて、地域住民のﾆｰｽﾞ等を踏まえた物資供給に関する各種要請を行う。

 広域物資輸送拠点・地域内物資輸送拠点は、防災業務関係者への災害関係情報の提供拠点としても活用。

※新潟県にて指定している広域物資輸送拠点候補施設の他にも、協定等に基づき、倉庫協会に所属する倉庫業者の倉庫や、その他物流施設等も物流拠点として活用。

125
（凡例）

：広域物資輸送拠点候補施設

：物資備蓄倉庫

・避難・屋内退避住民に対する政府等の供給食料・物資の集積
・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体等による食料・物資の集積
・ｵﾌｻｲﾄ対応で必要となる放射線防護資機材
・追加で必要となる緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ資機材及び放射線防護資機材
・災害関係情報（道路情報、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ情報） 等

広域物資輸送拠点（県内14候補施設）

・避難先住民や屋内退避住民への食料・物資の供給
・地域住民のﾆｰｽﾞ等を踏まえた物資供給等に関する各種要請
・災害関係情報（道路情報、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ情報） 等

地域内物資輸送拠点

PAZ

UPZ

【物資備蓄倉庫】

・日本通運株式会社高田

  支店営業倉庫（上越市）
じょうえつし

たかだ

【物資備蓄倉庫】

・佐渡市消防本部

  （佐渡市）

さどし

さどし

【物資備蓄倉庫】

・旧興農館高校特別

  教室棟（新潟市）
にいがたし

こうのうかん

【物資備蓄倉庫】

・長岡市災害対策物資

備蓄ｾﾝﾀｰ（長岡市）

ながおかし

ながおかし



原子力事業者による生活物資等の支援体制
 東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ（株）では、災害時に新潟県及び関係市町村が備蓄する生活物資が不足する

場合に備え、近隣の電力所に備蓄している食料、生活物資等を支援する備蓄体制を整備。
 さらに、近隣以外の本社等に備蓄している生活物資について出来る限り支援する。
 物資等の輸送に関しては、東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ（株）が非常災害時に備えて、日常から物流業務を

委託している民間業者と締結した資機材全般の輸送に係る協定を活用する。

生活物資の備蓄状況

食料品
（食）

飲料水
（ﾘｯﾄﾙ）

毛布
（枚）

合計 60,000 60,000 3,000

※ 令和4年12月時点
※ 物資の供給は、新潟県からの要請に基づき、本社等に備蓄されて

いる物資を総合的に運用のうえ、要請に対応。
※ 上記備蓄数でも不足する場合は、必要に応じて流通物資を活用し

て生活物資の確保に努める。
※ その他、携帯トイレ等についても備蓄をしている。

災害時における物資の輸送に関する協定等の締結状況

協定の種類 内容 締結民間企業等

災害発生時における
資機材運搬に関する
協定

輸送車両の優先
利用等

関東圏域の民間業者
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（凡例） ：本社、電力所等

PAZ

UPZ



国による物資（食料等の生活用品等）の供給体制

 新潟県及び関係市町村が備蓄している物資が不足する場合、国の原子力災害対策本部に対し物資調達の要請を行う。
 要請を受けた、または原子力災害対策重点区域内が混乱し要請を待ついとまがないと認められた場合等、国の原子力災

害対策本部は、物資関係省庁（総務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省）に対しこの要請を伝達、または要請し、各
物資関係省庁は所管する関係業界団体等に調達要請を実施し、地域内物資輸送拠点への物資搬送を行う。

物資関係省庁

関係業界団体等

民間企業

PAZ内 UPZ内 UPZ外

調達要請 回答

調達要請

回答

要請を伝達

対応状況の報告

要請を伝達
物資調達の要請

総務省
厚生労働省
農林水産省
経済産業省

調達・供給
の調整

ﾄﾗｯｸ会社・民間企業

原子力災害対策重点区域内
が混乱し要請を待ついとまが
ないと認められた場合必要と

判断し要請

屋内退避施設 屋内退避施設等 避難先

原子力災害対策本部

（首相官邸）

地方公共団体
による行政備蓄

市町村が開設する
地域内輸送拠点等

広域物資輸送拠点

調整
新潟県原子力災害対策本部

関係市町村原子力災害対策本部

柏崎刈羽オフサイトセンター

(柏崎市)

かしわざきかりわ

127

かしわざきし



国による物資（燃料）の供給体制
 新潟県及び関係市町村が備蓄している燃料が不足する場合、国の原子力災害対策本部に対し燃料調達の要請を

行う。

 要請を受けた、または原子力災害対策重点区域内が混乱し要請を待ついとまがないと認められた場合、国の原子
力災害対策本部は、経済産業省に対しこの要請を伝達、または要請し、経済産業省は所管する関係業界団体等
に調達要請を実施し、原則として製油所・油槽所から一時集結拠点又は避難先等への搬送を行う。

経済産業省関係業界団体 等

製油所・油槽所

PAZ内 UPZ内

UPZ外

供給要請 回答

供給要請

回答

要請を伝達

対応状況の報告

要請を伝達

燃料調達の要請

調達・供給
の調整

中核ＳＳ等

民間企業等

一時集結拠点

※緊急車両の優先給油等

原子力災害対策重点区域内
が混乱し要請を待ついとまが
ないと認められた場合必要と

判断し要請

屋内退避施設 屋内退避施設等

避難先

原子力災害対策本部

（首相官邸）

柏崎刈羽オフサイトセンター

(柏崎市)

かしわざきかりわ
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かしわざきし

新潟県原子力災害対策本部

関係市町村原子力災害対策本部
調整



災害による停電時の燃料供給拠点について
 国は、自家発電設備を備え、災害による停電時にも地域の住民の方々に継続して給油を行うことができる「住民拠

点ｻｰﾋﾞｽｽﾃｰｼｮﾝ」を、新潟県に合計367箇所整備済み。
 災害による停電時には、これらの住民拠点ｻｰﾋﾞｽｽﾃｰｼｮﾝ等を拠点とし、燃料供給を行う。
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PAZ

UPZ

関係市町村の整備箇所数

柏崎市：9箇所

長岡市：39箇所

小千谷市：6箇所

十日町市：9箇所

見附市：4箇所

燕市：18箇所

上越市：39箇所

出雲崎町：2箇所

かしわざきし

ながおかし

おぢやし

とおかまちし

みつけし

つばめし

じょうえつし

いずもざきまち

その他の市町村の整備箇所数

新潟市：84箇所

三条市：17箇所

新発田市：22箇所

加茂市：3箇所

村上市：17箇所

糸魚川市：13箇所

妙高市：7箇所

五泉市：10箇所

阿賀野市：9箇所

佐渡市：15箇所

魚沼市：6箇所

南魚沼市：13箇所

胎内市：5箇所

弥彦村：4箇所

湯沢町：4箇所

津南町：2箇所

聖籠町：5箇所

阿賀町：4箇所

関川村：1箇所

にいがたし
し

さんじょうし

しばたし

かもし

むらかみし

いといがわし

みょうこうし

ごせんし

あがのし

さどし

うおぬまし

みなみうおぬまし

たいないし

やひこむら

ゆざわまち

つなんまち

せきかわむら

※令和5年8月31日時点

（凡例）

：整備箇所

S-ROAD MARUKASHI 給油所

かしわざきどあい

柏崎土合 給油所

かしわざき

柏崎新ﾊﾞｲﾊﾟｽｾﾙﾌ1 給油所

松波 給油所

あがまち

せいろうまち



主な物資の種類と担当省庁、関係業界団体
 被災者の生活の維持のために必要な物資（食料等の生活用品等）の調達・供給は、防災基本計画

第2編 各災害に共通する対策編に基づき実施。

※物資の調達・供給に係る、関係機関等の基本的な対応については、P127、128の体制に基づき実施。 130

物資の種類 担当省庁 主要緊急物資 主な関係業界団体等

給水

厚生労働省

飲料水 周辺自治体水道局

医薬品等
一般薬、紙おむつ、

ﾏｽｸ 等

日本OTC医薬品協会、
日本製薬団体連合会、

日本医療機器産業連合会、
日本医薬品卸売業連合会 等

食料等 農林水産省
ﾊﾟﾝ、即席めん類、
おにぎり、缶詰 等

各種食品産業関係団体 等

生活必需品

経済産業省

仮設ﾄｲﾚ、ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ、
毛布 等

（一社） ｼﾞｬﾊﾟﾝ・ﾚﾝﾀﾙ・ｱｿｼｴｰｼｮﾝ、
日本家庭紙工業会、

日本毛布工業組合 等

燃料（石油・石油ｶﾞｽ等）
ｶﾞｿﾘﾝ、軽油 等

石油連盟、全国石油商業組合連合会、
（独）ｴﾈﾙｷﾞｰ・

金属鉱物資源機構（JOGMEC） 等

貸出用機材の種類 担当省庁 主要緊急物資

通信機器 総務省
災害対策用移動通信機器

（衛星携帯電話、MCA端末、簡易無線機）



8．緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの実施体制
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緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの体制

企画調整ｸﾞﾙｰﾌﾟ

EMCの企画調整を担い、EMC内
の活動に対する監督を行う。

情報収集管理ｸﾞﾙｰﾌﾟ

中央との情報共有ｼｽﾃﾑを維持・
管理するとともに、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝ
ｸﾞﾃﾞｰﾀの一元的管理等を行う。

測定分析担当

緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施する。

 国は、施設敷地緊急事態に至った原子力施設の立地道府県に緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ（EMC）を設置する。

 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ（EMC）の体制について、ｾﾝﾀｰ長、企画調整ｸﾞﾙｰﾌﾟ及び情報収集管理ｸﾞﾙｰﾌﾟを柏崎

刈羽ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰに、測定分析担当は、新潟県放射線監視ｾﾝﾀｰに拠点を設置する。UPZ外の緊急時ﾓﾆﾀ

ﾘﾝｸﾞ実施が求められる場合には、国の要員が中心となり、原子力事業者と協力して対応にあたる。

 柏崎刈羽原子力規制事務所に職員を配置し、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ体制を強化。
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ｾﾝﾀｰ長
緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ（EMC）

総括
調整

企画調整ｸﾞﾙｰﾌﾟ

企画

測定分析担当

国
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

連絡

情報共有
ｼｽﾃﾑ等

維持・管理

情報収集管理ｸﾞﾙｰﾌﾟ

収集
確認 新潟県

ｸﾞﾙｰﾌﾟ

総括
連絡

測定
採取

分析

原子力事業者
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

＜設置場所＞
企画調整ｸﾞﾙｰﾌﾟ：ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
情報収集管理ｸﾞﾙｰﾌﾟ：ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
測定分析担当：ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ他
（分析は新潟県放射線監視ｾﾝﾀｰ）

総括
連絡

測定
採取 分析

総括
連絡

測定
採取 分析

かしわざき

かりわ

かしわざきかりわ



柏崎刈羽地域緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ体制
 柏崎刈羽地域におけるUPZ内の8市町に、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ地点146地点を設定し、防護措置の実施判断に

係る連続測定を実施。

 柏崎刈羽原子力発電所敷地内及びPAZ内では、18地点の測定局で連続測定を実施。
 UPZ外については、必要に応じて国及び原子力事業者が航空機やﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ等の機動的手法を用いて緊

急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施。

かしわざき
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かしわざきかりわ

かしわざきかりわ

かりわ



新潟県における環境放射線ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ機器
 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ

・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ164局（新潟県：154局、水準調査用:１局、原子力事業者：9局）で、PAZ・UPZ内の放射線
量等を測定

・万一、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等が使えなくなった場合に備え、可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ（23台）を配備
 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ等

・放射線量、放射能濃度を測定する測定装置や機材を搭載したﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ等を配備

モニタリングポスト 【28局】 可搬型モニタリングポスト 【23台】 
（バッテリー付）

車載型モニタリングシステム 【11台】 モニタリングカー 【１台】 大気モニタ 【29台】

緊急時モニタリングポスト 【126局】
(バッテリー付)
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緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果の共有及び公表

 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果は、放射線ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ情報共有・公表ｼｽﾃﾑにより集約、ERC等の関係機関と共
有し、防護措置の実施判断に係る検討に活用するとともに、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞにより公表。

＜各種ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ情報＞

可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ

車載型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ

測
定
結
果
の
集
約

測定結果の共有

測定結果を原子力規制委員会HPで公表

原子力災害
対策本部
（官邸）

原子力災害
対策本部
（ERC）

原子力災害
現地対策本部

（ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ）

新潟県

緊急時
ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ

（EMC）

135



緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ実施計画
 新潟県では、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ計画を策定している。

 国は、施設敷地緊急事態に至った際に、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ計画を参照して緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ実施計画を

定め、事態の進展に応じ、同実施計画の改定等を行う。

参照の上、策定及び改定

緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ実施計画（例）

【記載する項目の例】
＜実施項目＞

例）
○ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの継続
○ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄの測定間隔の変更
○必要に応じた可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄの設置
○ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰによる測定の実施
○大気ﾓﾆﾀ・ﾖｳ素ｻﾝﾌﾟﾗでの採取・測定
○飲食物中の放射性核種濃度の測定   等

＜実施主体＞
例）
○緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ（測定分析担当）  等

＜情報共有／報告の体制＞

＜注意事項＞ 等

【その他添付資料等の例】
○測定項目一覧
○地図及び観測局等の地点図   等

＜緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ計画＞

新潟県緊急時モニタリング計画

令和２年４月

新 潟 県
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緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞに係る動員計画
 防災基本計画及び原子力災害対策指針に基づき、平成27年1月に「緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞに係る動員計

画」が策定された。

 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの広域化や長期化に備え、要員及び資機材の動員についてあらかじめ準備すべき

事項、動員の要請の手順等を定め、要員及び資機材の円滑な動員に資することを目的とする。

関係機関の保有資機材数等
（令和5年度調査による。新潟県、東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ（株）を除く。）

＜概要＞

原子力災害対策指針においては、緊急時のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの実
施に当たって、国、地方公共団体及び原子力事業者は、目
的を共有し、それぞれの責任を果たしながら、連携し、必要
に応じて補い合うこと、関係指定公共機関は専門機関として
国、地方公共団体及び原子力事業者による緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ
を支援することとされている。

動員計画においては、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの広域化や長期化
に備え、要員及び資機材の円滑な動員に資するため、
 地方公共団体、原子力事業者、関係指定公共機関等

（以下「関係機関」という。）から動員可能な要員及び資
機材の情報の調査方法

 上述の情報の更新の方法
 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ、原子力規制委員会・内閣府原子

力事故合同対策本部（全面緊急事態においては、原子
力災害対策本部）事務局及び関係機関の調整ﾌﾟﾛｾｽ  

等について規定。

要員
（数）

可搬型
ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ
ﾎﾟｽﾄ（台）

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ
（台）

国 22 80 22

道府県 901 204 34

原子力
事業者

583 48 35

関係指定
公共機関等

19 0 2

※ 各資機材については保有数を記載。
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柏崎刈羽地域の緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ地点及び一時移転等の実施

図 柏崎刈羽地域の緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ地点及び一時移転等の実施単位

 固定観測局については、そこで測定された実測値に基づいて迅速に防護措置を講ずる区域を特定できるよう、原
子力災害対策重点区域における全ての一時移転等の実施単位毎に設置されることが必要であり、新潟県では既
設ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等の値に基づき一時移転等を実施する範囲を関連付けている。既設ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等の全てについ
て非常用電源を設置、通信回線の多重化を実施しているほか、既設ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等の故障等に備え、可搬型ﾓﾆﾀ
ﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等を保有している。

かしわざきかりわ
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※上越市は、町内会毎
に一時移転等を実施
することとしているが、
地図では便宜上、行政
区を表記している。



東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ（株）による柏崎刈羽地域の緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ機器

 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ
・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等（計9局）で、周辺監視区域境界付近の放射線量等を測定

※電源等の喪失が発生しても測定や伝送が中断しないよう、非常用電源や通信回線の強化を実施
・万一、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等が使えなくなった場合に備え、可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄを別途配備（9台）
 可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ

・施設敷地緊急事態が発生した場合、可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄを設置して、敷地境界の放射線量を測定（ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等
の代替用及び海側等を含む15台）

 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ
・放射線量、放射性物質濃度を測定する測定装置や機材を搭載したﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ等（計3台）を配備
 可搬型放射線計測装置

・発電所及びその周辺の放射線量等を測定
 ｵﾌｻｲﾄの協力

・緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰに必要な人員を派遣するほか、状況に応じて可搬型放射線計測装置等の資機材を活用して、
ｵﾌｻｲﾄの緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞに協力

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ等に搭載する可搬型測定機材の例

（ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ類）

主な可搬型放射線計測装置の例

可搬型ﾀﾞｽﾄ・ﾖｳ素
ｻﾝﾌﾟﾗ

ZnSｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝ
ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ

GM汚染ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等 【9局】 可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ 【15台】
（衛星系回線による通信機能付）

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ 【1台】

かしわざき かりわ
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ｻｰﾍﾞｲｶｰ 【2台】



9．原子力災害時の医療等の実施体制
（安定ﾖｳ素剤・避難退域時検査・簡易除染を含む）
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PAZ内及びUPZ内住民に対する安定ﾖｳ素剤の事前配布
 新潟県では、平成27年度からPAZ内住民への安定ヨウ素剤の事前配布を開始。令和6年2月29日現在、 

3,490人に配布済み。

 原子力災害対策重点区域内のすべてが「特別豪雪地帯」または「豪雪地帯」に指定されているなど積
雪の多い地域であるため、緊急時に安定ヨウ素剤の受け取りが負担となる場合が想定されることから、
UPZ内住民への事前配布を令和4年度から開始。令和6年2月29日現在、31,246人に配布済み。

 住民の利便性を考慮し、説明会方式での配布のほか、薬局における配布、郵送での配布などにより、
事前配布率の向上を図っている。

（事前配布説明会の様子）

＜安定ﾖｳ素剤事前配布説明会＞

医師、県及び関係市町村職員により、

安定ﾖｳ素剤の効能や服用時期など、

事前配布に際し知っておくべき事項を

説明し、安定ﾖｳ素剤を配布。

141

40歳未満の
配布対象者

40歳未満の
配布済者

柏崎市（PAZ） 4,489 2,520

刈羽村 1,486 970

合計 5,975 3,490

※1 令和5年12月時点
※2 令和6年2月29日時点

かしわざきし

かりわむら

※1 ※2

40歳未満の
配布対象者

40歳未満の
配布済者

柏崎市（UPZ） 20,170 9,303

長岡市 87,554 9,346

小千谷市 10,621 4,530

十日町市 1,464 594

見附市 12,839 5,334

燕市 57 26

上越市 3,391 1,637

出雲崎町 1,088 476

合計 137,184 31,246

※3 令和5年4月～令和6年1月時点 ※4 令和6年2月29日時点

※3 ※4

●PAZ内住民への事前配布状況 ●UPZ内住民への事前配布状況

かしわざきし

ながおかし

おぢやし

とうかまちし

みつけし

つばめし

じょうえつし

いずもざきまち



避難住民等に対する安定ﾖｳ素剤の備蓄状況と緊急配布

安定ﾖｳ素剤備蓄場所：102箇所

県及び市町職員により、安定ﾖｳ素剤の搬送を実施

安定ﾖｳ素剤の緊急配布を実施

 避難住民等に対する安定ﾖｳ素剤の緊急配布に備え、新潟県及び関係自治体は計104箇所の施設
に、合計約515万丸の丸剤と3,500ｇの粉剤及び乳幼児向けのｾﾞﾘｰ状安定ﾖｳ素剤（32.5mg）約27,700
包、ｾﾞﾘｰ状安定ﾖｳ素剤（16.3mg）約9,700包を備蓄（令和5年6月時点）。

 緊急配布が必要となった場合には、備蓄場所より各市町村が指定する一時集合場所等及び避難退
域時検査場所（候補地）に搬送の上（計272箇所） 、対象住民等に順次配布を実施。

各市町村が指定する一時集合場所等で緊急配布
（計232箇所）

柏崎市 ：111箇所

刈羽村 ：  5箇所

長岡市 ：  67箇所

小千谷市：  11箇所

十日町市：   3箇所

避難退域時検査場所（候補地）で緊急配布
（計39箇所 ）
※P144参照

見附市  ：14箇所

燕市 ： 1箇所

上越市  ：16箇所

出雲崎町： 4箇所

（凡例）

：安定ﾖｳ素剤備蓄場所

PAZ

UPZ
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＜安定ヨウ素剤の主な備蓄場所＞

出雲崎町役場

かしわざきし

ながおかし

おぢやし

とおかまちし

みつけし

つばめし

じょうえつし

いずもざきまち

かりわむら

刈羽村役場
かりわ

小千谷市
健康・こどもﾌﾟﾗｻﾞ

おぢやし

長岡市役所
（他11箇所）

ながおか

見附市役所
みつけ

十日町市川西支所
（他2箇所）

とおかまち

いずもざき

柏崎市役所
（他68箇所）

かしわざき

柏崎保健所
（他5箇所）

かしわざき

燕市役所
つばめ

上越市役所木田庁舎
（他5箇所）

じょうえつ きだ

新潟県庁

※

原子力施設の状況や緊急時モニタリング結果等に応じて、
避難又は一時移転と併せて安定ヨウ素剤の配布及び服用
について、原子力規制委員会が必要性を判断し、原子力災
害対策本部又は地方公共団体が指示。



国による安定ﾖｳ素剤の確保体制
 国は、UPZ内において安定ﾖｳ素剤が不足した場合、およびUPZ外において安定ﾖｳ素剤を必要とす

る場合に備えた備蓄を実施しており、全国を5つのﾌﾞﾛｯｸ（北海道、東北・関東、中部、中国・四国、九

州）に分け、5か所の安定ﾖｳ素剤集積所にﾖｳ化ｶﾘｳﾑ丸剤合計200万丸、乳幼児向けｾﾞﾘｰ状安定ﾖｳ

素剤15万包の備蓄を実施。

 緊急配布場所への輸送は、東北・関東ﾌﾞﾛｯｸの安定ﾖｳ素剤集積所から24時間以内、隣接ﾌﾞﾛｯｸの安

定ﾖｳ素剤集積所から3日以内、その他ﾌﾞﾛｯｸの安定ﾖｳ素剤集積所から7日以内に完了する体制。

 さらに、不足の場合には、民間工場での全力生産及び海外からの援助等により、必要数を確保。

UPZ内外の安定ﾖｳ素剤
緊急配布場所

柏崎刈羽ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

安定ヨウ素剤集積所

指示

配送

柏崎刈羽原子力発電所

その他ﾌﾞﾛｯｸ
（７日以内に輸送完了）

（凡例）

：隣接ﾌﾞﾛｯｸの安定ﾖｳ素剤集積所

：東北・関東ﾌﾞﾛｯｸの安定ﾖｳ素剤集積所

：その他ﾌﾞﾛｯｸの安定ﾖｳ素剤集積所

東北・関東ﾌﾞﾛｯｸ
（24時間以内に輸送

完了）

隣接ﾌﾞﾛｯｸ
（３日以内に輸送完了）
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新潟県の避難退域時検査場所の候補地
 避難退域時検査は、県内避難を想定し選定した候補地において実施。なお、ﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ値の上昇

等により、当該検査場所が使用できなくなることも想定し、複数の候補地をあらかじめ準備。

＜避難退域時検査場所候補地 39箇所＞
番
号

検査場所（候補地）

① 野積海水浴場駐車場

② 長岡市寺泊文化ｾﾝﾀｰ

③ 道の駅 良寛の里わしま駐車場

④ 道の駅 Ｒ290とちお

⑤ 田ノ浦海水浴場駐車場

⑥ 間瀬下山海水浴場駐車場

⑦ 弥彦競輪駐車場（弥彦村総合
ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ）（弥彦体育館）

⑧ 道の駅 国上

⑨ 大河津分水さくら公園

⑩ 燕市分水公民館

⑪ 燕市体育ｾﾝﾀｰ・交通公園

⑫ 吉田ふれあい広場

⑬ 道の駅 ﾊﾟﾃｨｵにいがた

⑭ 見附運動公園

⑮ 栄野球場

⑯ 三条市役所下田庁舎

⑰ 北陸自動車道 栄ＰＡ 下り

⑱ 北陸自動車道 黒埼ＰＡ 下り

⑲
日本海東北自動車道 

豊栄SA 下り

⑳ 月岡公園

㉑ 小出郷文化会館

㉒ 堀之内除雪ｽﾃｰｼｮﾝ駐車場

番
号

検査場所（候補地）

㉓ 八色の森公園

㉔ 十日町地域地場産業振興ｾﾝﾀｰ
（道の駅ｸﾛｽﾃﾝ十日町）

㉕ 道の駅 瀬替えの郷せんだ

㉖ 道の駅 まつだいふるさと会館

㉗ 関越自動車道 堀之内ＰＡ 上り

㉘ 関越自動車道 大和ＰＡ 上り

㉙
直江津港南ふ頭緑地公園

（直江津みなと風車公園）

㉚ 直江津港東ふ頭緑地施設

㉛ 南部産業団地

㉜ 国道８号渋柿浜簡易ＰＡ駐車場

㉝ 北陸自動車道 大潟ＰＡ 上り

㉞ 北陸自動車道 名立谷浜ＳＡ上り

㉟ 上信越自動車道 新井ＰＡ 上り

㊱ 柿崎総合運動公園

㊲

大島就業改善センター

（大島地区公民館）

大島区総合事務所

㊳
道の駅 よしかわ杜氏の郷

長峰温泉ゆったりの郷

㊴
大潟区総合事務所

大潟地区公民館
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※ 候補地は追加や施設の状況変化
（改修、譲渡等）を踏まえて適宜見直す。

PAZ

UPZ

㉙㉚
㉛

㉜
㉝

㉞

㉟

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨
⑩

⑪

⑫

⑬ ⑭

⑮
⑯

⑰

⑱

㉒

㉑
⑳

㉓
㉔

㉕

㉖

㉗

㉘

新潟・村上方面

糸魚川・妙高方面
魚沼・湯沢方面

㊳

㊲

㊱

のづみ

ながおかしてらどまり

りょうかん

たのうら

まぜしもやま

やひこ

くがみ

おおこうづぶんすい

つばめしぶんすい

よしだ

みつけ

さかえ

さんじょう しただ

くろさき

つきおか

こいでごう

ほりのうち

やいろ

とおかまち

やまと

なおえつ

しぶがきはま

おおがた

なだちたにはま

あらい

いといがわ みょうこう

にいがた むらかみ

うおぬま ゆざわ

さかえ

なおえつ

やひこむら

つばめし

ほりのうち

やひこ

なおえつ

かきざき

おおしま

おおしま

おおしま

ながみね

おおがた

おおがた

とうじ

とよさか

㊴



避難退域時検査場所の運営体制
 新潟県及び原子力事業者は、国の協力を得ながら、指定公共機関の支援の下、避難退域時検査場所において住

民等の検査及び検査結果に応じて簡易除染を実施。
 東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ（株）は、他の原子力事業者の支援を受け、備蓄資機材を活用し、約500人の要員を避難退

域時検査場所へ動員。

 指定公共機関（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構・国立研究開発法人日本原子力研究開発機構）は
国及び関係自治体からの要請に基づき、要員及び資機材による支援を実施。

避難退域時検査場所における検査及び簡易除染の体制（例）

※携行物品検査を含む
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避難退域時検査場所における検査手順
 避難退域時検査は、自治体職員、原子力事業者、診療放射線技師等により実施。

 検査要員は、検査及び簡易除染が実践できるよう、放射線の基礎等の講義及び機器の取り扱い実
習を含む研修を受講。

※1 避難時の除染や緊急事態応急対策活動等により発生した汚染水・ 汚染付着物等に
ついては原子力事業者が処理。

OIL4
超過

40,000cpm
超過

40,000cpm
以下

※2 車両の一時保管が必要となった場合は、原子力事業者の協力の下、保管場所を確保。

OIL4
超過

一時保管等

乗員

車両

・住民については、汚染拡
大防止処置を行った上
で除染が可能な機関で
除染を実施。場合によっ
ては、内部被ばくの検査
ができる機関へ搬送。

・携行物品については汚
染拡大防止措置等を実
施。

40,000cpm以下

住民

物品

40,000cpm
超過

40,000cpm
以下

OIL4
以下

OIL4
以下

40,000cpm超過

避

難

住

民

避難所等へ

避難所等へ携行物品の検査

簡

易

除

染

住 

民 

の 

検 

査 

簡

易

除

染

車

両

の

検

査

訓練風景

※1

※1

※2

※3
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国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構（千葉市）

指導・協力

相談

避難退域時
検査場所等

国立研究開発法人
量子科学技術研究開発機構

（いずれの車両も衛星通信回線を装備）

大型救急車
患者搬送

支援車
現場指揮、

資機材・人員搬送

検査測定車
ﾐﾆﾗﾎﾞ付き、線量評価測定

 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構は、緊急時、国及び関係自治体の要請に基づき、ｵ
ﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰに専門家、必要に応じ救急搬送車両等を派遣。また、必要に応じ、避難退域時検査等に
おける指導・協力を実施。また、機構からは、原子力災害医療に関する相談への指導・助言も実施。

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構による協力体制

2011.03 東京電力（株）福島第一原子力発
電所の事故時におけるOFC（大熊町）での活動

（１台）

（１台） （１台）

柏崎刈羽ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

（柏崎市）

かしわざきかりわ

147
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ちばし
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国立研究開発法人日本原子力研究開発機構による協力体制

 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構は緊急時において、原子力緊急時支援・研修ｾﾝﾀｰ（茨城県）
が窓口となリ、国及び関係自治体の要請に基づき、避難退域時検査場所における検査指導や緊急時ﾓﾆﾀﾘ
ﾝｸﾞ等の協力を実施するとともに、検査等に関する資機材、車両による支援も実施。 

 また、ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰや緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ（EMC)等へ専門家を派遣するとともに航空機によるﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを
支援。

2011.3 東京電力（株）福島第一原

子力発電所の事故時における国立
研究開発法人日本原子力研究開発
機構の活動

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ車（2台）

移動式体表面測定車（2台 ）

移動式全身測定車（2台 ）

作業員の内部被ばく測定 緊急被ばく医療のための受入体制構築

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
原子力緊急時支援・研修ｾﾝﾀｰ（福井支所）

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
原子力緊急時支援・研修ｾﾝﾀｰ（茨城県）

緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

放射線防護資機材（80台）
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新潟県における原子力災害時における医療体制
 放射性物質による汚染や被ばくの状況に応じて、下図の医療体制により、適切に対応。

原子力災害医療協力機関 ※県に登録
 【１９医療機関（村上総合病院、県立新発田病院、下越病院、新潟

市民病院、新潟県済生会新潟病院、済生会新潟県央基幹病院、

長岡赤十字病院、地域医療推進機構魚沼基幹病院、県立十日町

病院、柏崎総合医療ｾﾝﾀｰ、県立中央病院、糸魚川総合病院、

佐渡総合病院、一般社団法人新潟県医師会、公益社団法人新潟

県薬剤師会、公益社団法人新潟県看護協会、一般社団法人新潟

県診療放射線技師会、日本赤十字社新潟県支部、株式会社千代

田ﾃｸﾉﾙ柏崎刈羽営業所）】

原子力災害拠点病院 ※県が指定
 【２医療機関（国立大学法人新潟大学医歯学総合病院、

新潟県立がんｾﾝﾀｰ新潟病院）】

高度被ばく医療支援ｾﾝﾀｰ及び原子力

災害医療・総合支援ｾﾝﾀｰ※国が指定

【国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、

福島県立医科大学等が実施】

原子力災害医療や立地道府県等が行う原子力災害対策等
を支援する。

原子力災害時において、汚染の有無にかかわらず傷病者等
を受け入れ、被ばくがある場合には適切な診療等を行う。

支 援

協 力

福島県立医科大学

国立研究開発法人
量子科学技術研究開発機構
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原子力災害拠点病院では対応できない高度専門的な診療を
行うほか、原子力災害拠点病院等での診療に対して専門的
助言を行う。また、原子力災害医療・総合支援ｾﾝﾀｰは原子力
災害医療派遣ﾁｰﾑの派遣調整を行うほか、平時から原子力
災害拠点病院へ研修、指導、助言を行う。

（凡例）

：原子力災害拠点病院

：原子力災害医療協力機関
  （医療機関のみ）

しばた かえつむらかみ にいがた

ながおか うおぬま とおかまち

かしわざき いといがわ

さど

かしわざきかりわ

にいがた



10．国の実動組織の支援体制
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PAZ

UPZ

 不測の事態の場合は、新潟県及び関係市町村からの要請により、実動組織（警察、消防、海上保安
庁、自衛隊）による各種支援を必要に応じて実施

５８１
航空自衛隊

５８－４５８１

ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

(新潟県柏崎刈羽原子力防災ｾﾝﾀｰ)

新潟海上保安部

上越海上保安署

海上自衛隊

新潟基地分遣隊

高田駐屯地
（陸上自衛隊

第2普通科連隊等）

第九管区海上保安本部

新発田駐屯地
（陸上自衛隊

第30普通科連隊等）

航空自衛隊

新潟救難隊

新潟県警察本部

燕警察署

見附警察署

長岡警察署

小千谷警察署

十日町警察署

柏崎警察署

上越警察署

長岡市消防本部

柏崎市消防本部

小千谷市消防本部

見附市消防本部

燕・弥彦総合事務組合消防本部

十日町地域消防本部

上越地域消防局

かしわざき  かりわ
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かしわざき

たかだ

とおかまち

おぢや

ながおか

みつけ

つばめ

やひこ

にいがた

しばた

じょうえつ

じょうえつ

にいがた

にいがた

つばめ

みつけし

ながおかし

おぢやし

とおかまち

かしわざきかりわ

かしわざきし

じょうえつ

柏崎刈羽地域周辺の主な実動組織の所在状況



実動組織の広域支援体制

UP
Z

柏崎刈羽ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

災害派遣・原子
力災害派遣
全国の陸・海・空の
自衛隊による支援

警察災害派遣隊
全国の都道府県警
察による支援

緊急消防援助隊
全国の市町村消防
が所属する都道府
県単位による支援

巡視船艇・航空
機の派遣
全国の管区海上保
安本部による支援

全国の実動組織による支援

 地域ﾚﾍﾞﾙで対応困難な支援要請があった場合は、新潟県、関係市町村からの各種要請を踏まえ、
政府をあげて、全国規模の実動組織による支援を実施。

 要請の窓口となるｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ（実動対処班）において集約された各種要請等に対し、原子力災害対
策本部（官邸・ERC（原子力規制庁緊急時対応ｾﾝﾀｰ））の調整により、必要に応じ全国の実動組織
（警察、消防、海上保安庁、自衛隊）による支援を実施。

政府の調整結果に基づく
現地派遣指示

現地における
各種要請の集約

原子力災害対策本部
（首相官邸）
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施設敷地緊急事態からの現地実動組織の体制
 施設敷地緊急事態の時点で施設敷地緊急事態要避難者の避難が開始されることから、地方公共団

体で避難手段の確保が困難になった場合に備え、現地事故対策連絡会議を開催するとともに、ｵﾌｻ
ｲﾄｾﾝﾀｰ実動対処班を設置（対象となる要員は、必要に応じ施設敷地緊急事態に至る前から体制立
ち上げ）。施設敷地緊急事態以降、原子力緊急事態の解除までの間、継続して対応を実施。
※ ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ実動対処班要員参集前に各種要請があった場合は、ERC実動対処班が連絡・調整を実施。

⇒ 不測の事態における新潟県、関係市町村からの各種支援の要請に対し、実動組織（警察、消防、海上保安
 庁、自衛隊）が連携のうえ、迅速な対応体制を構築。

新潟県

ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
実動対処班

（原子力規制庁、県警察、消防、
海保庁、自衛隊）

＜自衛隊＞

陸上自衛隊東部方面総監部
海上自衛隊舞鶴地方総監部
航空自衛隊航空総隊司令部 等

＜警察＞
新潟県警察
関東管区警察局 等

＜消防＞

柏崎市消防本部

刈羽村消防団
その他関係市町管轄消防機関

＜海保庁＞
新潟海上保安部
第九管区海上保安本部

状況報告

対応連絡

現地事故対策
連絡会議※2

ERC
実動対処班

連携

調整

ﾃﾚﾋﾞ会議等を
活用し随時情
報共有

ERC: 原子力規制庁緊急時対応ｾﾝﾀｰ

関係市町村

※1 施設敷地緊急事態での避難対象者を示したもの。全面緊急事態ではPAZ内の一般住民等、OILによる防護措置実施時ではUPZ内のうち対象地域の住民等が対象となる
※2 全面緊急事態以降は、原子力災害合同対策協議会で情報共有
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かりわむら

PAZ内に係る

施設敷地緊急事態要避難者等※1

医療機関・社会福
祉施設の入所者

等

妊婦、授乳婦、乳幼児、乳幼児
とともに避難する必要のある者

在宅の避難
行動要支援者

安定ﾖｳ素剤者を服用できないと
医師が判断した者

部隊等
派遣



自然災害等により道路等が通行不能になった場合の対応

 かしわざき

柏崎港

なおえつ

直江津港

 てらどまり

寺泊港

大型艦船不可

大型艦船可

大型艦船可

自治体等と連携の上、通行
不能となった道路への他の
車両の流入防止

 自然災害等により、避難経路等を使用した車両等による避難ができない場合は、新潟県及び関係
市町村からの要請により、実動組織（警察、消防、海上保安庁、自衛隊）による各種支援（ヘリポート
や港を活用した空路や海路による避難等）を必要に応じて実施。

避難先又は陸路で避難可能な
場所までﾍﾘｺﾌﾟﾀｰにより避難

空路や海路に
よる避難

道路情報盤設置個所
場外離着陸場、ﾍﾘﾎﾟｰﾄ適地
港湾
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緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ支援
被害状況の把握
避難の援助
人員及び物資の緊急輸送
緊急時の避難退域時検査及び簡易除染
人命救助のための通行不能道路の啓開作業

自然災害などの複合災害で想定される実動組織の活動例

現地派遣要員の輸送車両の先導
避難住民の誘導・交通規制
避難指示の伝達
避難指示区域への立ち入り制限等

避難行動要支援者の搬送の支援
傷病者の搬送
避難指示の伝達

巡視船艇による住民避難の支援
緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ支援
漁船等への避難指示の伝達
海上における警戒活動

 新潟県と関係市町村との調整を踏まえ、必要に応じ広域応援を実施。

警察組織

消防組織

海上保安庁

防衛省
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資料１

令和６年９月６日
原子力規制委員会

東京電力ホールディングス株式会社柏崎刈羽
原子力発電所に対する規制の現状

参考資料
（令和6年9月6日 原子力関係閣僚会議（第12回）配布資料）



柏崎刈羽原子力発電所７号炉の新規制基準適合性審査等の状況

⑦

⑧

②

⑦-１

【重大事故対策のための設備】

・発電所の敷地及び周辺の断層等を詳細に調査した上で、科学的に想定し得る最大の地震動や津波高
さを評価すること

・事故時でも電源や水の供給が可能な設備を配備し、重大事故の発生を防ぎ、万一の重大事故の影響
を緩和すること
などの規制要求に適合していることを確認。

大容量送水車

常設代替交流電源設備

②：F-B断層(36km)
⑦－１：片貝断層（16km）
⑦：長岡平野西縁断層帯(91km)
⑧：十日町断層帯西部(33km)

【従来の規制基準と新規制基準の比較】 【地震動の評価で考慮した活断層の分布】

これまでに新規制基準適合性審査の全ての手続が完了。現在、原子炉起動前までの検査を実施中

現在

起動

検
査
の
終
了

事
業
者
か
ら
の
申
請

検査
起動
後設計及び工事計画認可

（機器等の詳細設計）

保安規定変更認可
（運用ルール）

設置変更許可
(基本的な設計方針)

安全対策
工事

検査
起動
前

申請：平成２５年９月２７日

・設置変更許可 ：平成２９年１２月２７日

・設計及び工事計画認可：令和 ２年１０月１４日

・保安規定変更認可 ：令和 ２年１０月３０日

【審査・検査の流れ】

東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえた新規制基準に照らし、基準適合性を厳正に審査

１



令和５年１２月、東京電力の改善状況を確認した結果を踏まえ、以下のとおり対応

令和２年度にIDカード不正使用事案、防護設備の機能の一部喪失事案が発覚

柏崎刈羽原子力発電所の核物質防護事案に対する規制対応

追加検査の主な内容

①原因・背景要因の特定

②東京電力の報告書内容確認

③設備面・運用面の対策の効果

④東京電力の改善措置を一過性のものとしない仕組の構築

社長へのインタビュー

規制委員長による大雪時の現場確認

・核物質防護措置は改善され、たとえ対応に不備が発生しても自律的に改善する仕組
     が定着しつつあると判断。
・令和５年１２月２７日付で追加検査を終了し、核燃料の移動が可能である旨通知。
・その後の東京電力の取組状況について、継続的に原子力規制検査で監視中。

発電所のイメージ図

東京電力及び関係企業のセキュリティ対策への認識の甘さや設備保全等の対応の不備を
踏まえ、原子力規制委員会は追加検査（重点的な検査）を行うこととし、同時に核燃料
の移動禁止の措置を命じた。

入退域のモニタリング
※総検査時間：4268時間・人（約２年８ヶ月）
うち③（対策の効果）の確認： 1578時間・人
（施設内の職員・関係者の行動を直接に観察する検査）

２



柏崎刈羽原子力発電所の再稼働の必要性

2024年9月
経済産業省

資料２
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(１)-１ 電力需給構造の脆弱性（東京湾岸・太平洋沿岸の火力集中）
 現状、東日本（東京・東北エリア）は、電力供給の約８割を火力に依存。そのうち、①約９割
の火力電源が東京湾岸や太平洋沿岸に集中し、②運転開始後40年以上の老朽火力（約１
割）の脱落リスクを抱えるなど、自然災害等に対して脆弱な構造にある。

 2022年3月には、福島県沖地震により約650万kWの火力発電所が被害を受けた後、真冬並
みの寒さによる電力需要の急増で需給がひっ迫し、需給ひっ迫警報が初めて発令された。また、本
年7月8日には、猛暑により電力需要が大幅に増加し、一時的に電力需給が極めて厳しくなった。

東京・東北エリアの電源構成

出所：電力広域的運営
推進機関「2024年度供
給計画の取りまとめ」エリア
別発電電力量（送電
端）を基に資源エネル
ギー庁作成 

1

太陽光、風力等
水力
石油等

LNG

石炭

太平洋沿岸

約1,700万kW (原発17基相当)

東京湾岸
約3,300万kW (原発33基相当)

火力 78 ％

※2024年7月時点 (長期計画停止中の発電設備・10万ｋＷ未満の設備を除く)。
四捨五入の関係で合計と内訳は一致せず。
出所:電力広域的運営推進機関提供資料を基に資源エネルギー庁作成

合計：約5,100万kW

東京湾岸・太平洋沿岸の火力発電所の立地

（参考）東京・東北エリア合計：約6,000万kW

※原発１基を100万kW級と仮定
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(１)-２ 電力需給構造の脆弱性（電力需要の増加見通し）

（出所）電力広域的運営推進機関「全国及び供給区域ごとの需要想定について」を基に資源
エネルギー庁作成 ※系統電力の需要であり、自家発・自家消費分は含まない。

 2010年以降、人口減少や節電等により国内の電力需要は減少傾向にあり、今後も減少する想
定であったが、足元でデータセンターや半導体工場の新増設等が急増している結果、2020年代
後半にかけて増加傾向に転じる見通しに変化。

 今後、電力需要の増加が見込まれる中、電源が集中立地する脆弱な供給構造を抱える東日本
において、不測の災害リスクも考えた上で、電力の安定供給を確保するためには、発電容量の
大きい柏崎刈羽原子力発電所の再稼働が極めて重要である。

年
度

電力需要の見通しが
「減少」から「増加」に変化

全国電力需要量の想定 データセンター・半導体工場の新増設に伴う
需要増の想定（万kW）

■データセンター
■半導体工場

億kWh

これまでの想定

新たな想定

（出所）電力広域的運営推進機関HP 2024年度全国及び供給区域ごとの需要想定について



北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄

低圧 28.6 26.6 27.1 25.2 24.2 22.3 25.3 24.1 21.5 26.3 
高圧 24.8 25.8 21.8 20.9 23.7 19.8 24.1 21.4 18.2 22.8 

特別高圧 23.6 23.8 20.4 19.0 21.4 18.3 21.9 18.9 16.3 24.7 
全電圧の
加重平均 26.4 25.6 23.5 21.6 23.3 20.3 23.8 22.0 19.1 24.7 

3

(２)-１ 電気料金の抑制効果（料金水準の東西格差）
 東日本大震災後、原子力発電所が１基も再稼働していない東日本では、既に合計12基が再
稼働している西日本に比べ、電気料金が２～３割程度高くなっている。

 東京電力によると、柏崎刈羽原子力発電所１基の再稼働による燃料費削減効果は年約1千
億円であり、原子力発電所の再稼働による電気料金の抑制効果は極めて大きい。電気の料金
水準は、国際競争にさらされる国内産業の競争力に直結し、国民生活にも大きな影響を及ぼす。

（円/kWh）

（出所）電力取引報を基に作成。供給区域ごとのすべての事業者の販売額（再エネ賦課金、消費税は除く）÷販売電力量から算出。低圧は電灯と電力の合計。

平均21円強平均25円弱

エリア別の電気料金の水準（2023年度）
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(２)-２ 電気料金の抑制効果（多大な燃料費削減効果）
 自国産エネルギーが乏しい我が国は、高付加価値品で稼ぐ外貨（2023年で約28兆円）を化
石燃料で費消（約26兆円）しており、国富が流出。輸入した化石燃料による火力発電に依存
している現状では、燃料価格の上昇が電気料金の高騰に直結（2022年ロシアによるウクライナ
侵略後の影響等）。

 電気料金の高騰を抑制し、国内産業の国際競争力を維持・向上させるとともに、国民生活の負
担を軽減するためにも、多大な燃料費削減効果を有する原子力発電所の再稼働が欠かせない。

電気料金とLNG輸入価格の推移

※大手電力10社の家庭用・産業用全体の電気料金平均（消費税含まず）
※2022,2023年度は、電気・ガス価格激変緩和対策の効果も含まれている。
（出所）第78回電力・ガス基本政策小委員会資料、通関統計等を基に作成

（
年
度
）

（出所）「国際収支から見た日本経済の課題と処方箋」(財務省)、貿易統計等を基に作成

我が国の貿易収支の推移

約26
兆円
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(３)-１ 脱炭素電気のニーズの高まり（自国産業の競争力）
 脱炭素化の流れの中で国際競争にさらされる産業界（鉄鋼業など）において、脱炭素電気の
ニーズはかつてなく高まっている。

 他方、日本の脱炭素電源の比率はG7の中で最も低く、脱炭素電気の制約に起因する国際競争
力の喪失は、日本の産業基盤を毀損する危険性をはらんでいる。

 脱炭素電気に対する産業界のニーズに応え、経済成長を実現する上で、発電量が天候に左右さ
れず、大規模かつ安定的に脱炭素電気を供給できる原子力発電所の再稼働は不可欠。

5

鉄鋼の場合で申し上げますと、脱炭素の実現には電炉化とい
うのが一つありますけれども、当然のことながら、グリーン電力の
安定供給を前提としておりますし、（中略）予見性が高まら
ないといった場合には、脱炭素の実機化は海外で行って、地
球規模での脱炭素に貢献し、国内では生産を縮小することで
CO2の発生を削減する、こういった選択にならざるを得ない。

●日本製鉄 橋本会長

（2024.5.15 総合資源エネルギー調査会基本政策分科会）

（出所）第11回GX実行会議資料を基に資源エネルギー庁作成
※日本は2021年度、その他は2021年の数字。

92%

82%

57%

53%

42%

39%

27%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フランス

カナダ

イギリス

ドイツ

イタリア

アメリカ

日本

電源構成に占める脱炭素電源比率

世界市場は、脱炭素化ができているか否か、すなわちグリーン
価値を創造しているか否かで製品や産業の競争力や価値を
評価する時代に足を踏み入れようとしている。そこでは、企業は
脱炭素化コストが安く、脱炭素化が進んだ地域に集まり、競
争力のある製品やサービスを提供する。日本もそうした地域の
仲間入りをし、立地拠点としての魅力を増して、産業活動の
場として選ばれるよう、いま動き出さなくてはならない。

●公益社団法人経済同友会（提言）

（2024.8.2 総合資源エネルギー調査会基本政策分科会）
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【世界をリードする企業は脱炭素電源を重視】

• 日本における生成AIなどの普及に伴いデータセンターの増設な
どに2023～27年の5年で約2.3兆円を投資する方針を発表。

• アマゾン・ウェブ・サービスは、
2024年３月、テキサス州・
ヒューストンに拠点を置く米タレ
ン・エナジー社より、ペンシルベ
ニア州東部の原子力発電所
直結のデータセンターを買収。

Amazon（米）

（出所）Microsoft資料

【デジタル分野のサービス収支の赤字が拡大】

• マイクロソフトは生成AIに不可欠
なデータセンターの整備等のため、
日本に２年間で4400億円を投
資する方針を発表。

• 同社は2030年までのカーボンネ
ガティブを掲げており、サプライ
チェーンのカーボンフリー電力への
移行を進めている。

Microsoft（米）

原子力発電所と隣接するデータセンター

 次世代の競争力を支えるデータセンターや日本が強みを持つ素材産業等の国内立地には、豊富な
脱炭素電源の確保が必要。米IT企業は、サプライチェーン全体でのカーボンフリー化を進めていく方
針を示しており、脱炭素電源を確保できるか否かが我が国の半導体工場等の競争力を左右する。

 化石燃料輸入による赤字に加え、近年、デジタル収支の赤字が拡大しており、更に悪化の懸念。

（出所）Amazon, Talen Energyウェブサイト、各種報道等の情報を基に資源エネルギー庁作成。

(３)-２ 脱炭素電気のニーズの高まり（国内への産業立地）



避難対策を中心とする具体的対応の方針

令和６年９月
内閣府・経済産業省

資料３



避難対策を中心とする具体的対応の方針

１．国が前面に立った取組
（１）県民理解への取組

  ・ 本年7・8月に7回、県主催の県民説明会を実施。今後さらに、厳しいエネルギー情勢や柏崎刈羽
原子力発電所の必要性等について、年末に向け集中的に、説明会や情報発信の取組を強化

・ 新潟県内や電力消費地である首都圏において、新聞、テレビ、ウェブ、SNS、主要駅における広
告や交通広告など、多様なメディアを活用した広報を展開

・ 電力事業者は、発電所視察受入やコミュニケーションブース、広報対応などの取組を強化

（２）安全・安心の確保につながる柏崎刈羽原子力発電所のガバナンス体制の強化
・ 柏崎刈羽原子力発電所の運営に対するガバナンスの強化に向け、海外の専門家や他の事業者
など「外部の目」による気づきを改善につなげる新たな体制を構築すべく、指導・監督

 国が前面に立った取組（県民理解への取組や事業者に対する指導・監督の強化）、避難対策の
実効性向上等（避難路の整備、除排雪体制の強化、屋内退避施設整備の強化等）について、
地元から要望がなされているところ。

 柏崎刈羽原子力発電所の再稼働を巡っては、東京電力や避難などに対する懸念や不安の声がある
中で、要望への対応は、課題の解決に向けて重要であり、関係府省庁一体で取り組んでいく。

⇒ 速やかな着手が求められる避難対策を中心とする当面の具体的対応は以下のとおり。

1



２．避難対策の実効性向上等
（１）原子力災害時の住民避難を円滑にするための避難路の整備等

・経産省、内閣府、国交省で整備促進に向けた「協議の枠組み」を新たに立ち上げる
・６方向へ放射状にUPZ(概ね30km圏内)外まで避難する経路等について、経産省、内閣府、
国交省等の関係府省庁で整備する（土砂災害警戒区域等の法面対策、未改良区間の拡幅、橋梁
の耐震化等を実施）
・経産省は県の実負担額相当分の措置など必要な規模の予算を継続確保する

（２）除排雪体制の強化
・内閣府、経産省、電力事業者が連携し、冬季の２車線確保のための拡幅用除雪車両の増強、
 急勾配区間への消融雪施設や監視カメラの設置など、除排雪体制を強化する
・地域レベルで対応が困難な場合における政府を挙げた全国規模の実動部隊（警察、消防、
防衛）による支援を実施する

（３）放射線防護対策を施した屋内退避施設（シェルター）整備の強化
・新潟県内UPZ(概ね30km圏内)全域で、放射線防護対策施設の整備を可能とする（これまでは概
ね10km圏内）とともに、施設の空調対策、維持管理費等も含め、内閣府で予算を確保し、整備
する

⇒ 他の要望項目についても、地域の実情を踏まえ、具体的に対応していく。

避難対策を中心とする具体的対応の方針
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Ⅰ 国が前面に立った取組

県民理解への取組
事業者に対する指導・監督の強化

Ⅱ 避難対策の実効性向上等

原子力災害時の住民避難を円滑にするための避難路の整備等
除排雪体制の強化
放射線防護対策を施した屋内退避施設（シェルター）整備の強化
令和６年能登半島地震も踏まえた屋内退避の運用の見直しと緊急時対応の取りまとめ
ＩＣＴを活用した円滑な避難方法の構築
資機材整備等の充実
放射線モニタリング体制の維持強化
原子力災害医療体制の強化
原子力施設に対する武力攻撃事態等への対処
原子力災害対策重点区域への適切な対応等
電力移出による脱炭素への寄与度の適正な評価
首都圏の理解促進及び経済的なメリットを感じられる取組の実施

（参考）地元からの要望

3
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